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（序文） 

独立行政法人通則法第 35 条の 5 第 1 項及び特定国立研究開発法人による研究開発等の促

進に関する特別措置法第 5 条の規定に基づき、国立研究法人理化学研究所の平成 30 年（2018

年）4 月 1 日から令和 7 年（2025 年）3 月 31 日までの 7 年間における中長期目標を達成するため

の計画（以下「中長期計画」という。）を次のように策定する。 

 

Ⅰ. 研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措

置 

1 研究開発成果を最大化し、イノベーションを創出する研究所運営システムの構築・運用 

特定国立研究開発法人として理化学研究所（以下、「研究所」という。）は、世界最高水準の幅

広い科学の総合研究所として我が国のイノベーションを強力に牽引する中核機関となることが期

待されている。そのため、研究所は至高の科学力で世界トップレベルの研究開発成果を生み出す

とともに、圧倒的な基礎研究における成果を輩出することで他の国立研究開発法人のモデルとな

ることを目指す。 

また、世界の冠たる研究機関となることを目指し、「科学力展開プラン」として、1.研究開発成果

を最大化する研究運営システムを開拓・モデル化する、2.至高の科学力で世界に先んじて新たな

研究開発成果を創出する、3.イノベーションを生み出す「科学技術ハブ」機能を形成する、4.国際

頭脳循環の一極を担う、5.世界的研究リーダーを育成することを中長期計画の柱とする。 

科学力展開プランを踏まえ、新たな科学を創成するとともに、研究所が中核となり、社会と共創

することにより、革新的なイノベーションの創出を目指す。加えて、Ⅰ.に係る研究開発の総合的な

取組を通じ、研究所として、中長期目標期間中、毎年度 2,300 報程度の学術論文発表数を維持

することを目指すとともに、高水準の研究開発成果の創出により、中長期目標期間中、被引用数

の順位で上位 10％以内に入る研究所の学術論文の比率について 27％程度を維持することを目

指す。 

 

(1) 研究所運営を支える体制・機能の強化 

研究所は、特定国立研究開発法人として、科学技術イノベーションの基となる世界最高水準

の研究開発成果を生み出すことに加え、我が国のイノベーションシステムを強力に牽引する中

核機関となることが求められている。このため、常に世界トップレベルの研究開発機関として、

新たな研究分野を切り開くとともに、イノベーション創出に向けて、理事長のリーダーシップの下、

研究所のマネジメント機能を強化し、他の研究開発法人のモデルとなる優れた研究環境や先

進的な研究システムを整備する。 

 

 



 ４ 

◯経営判断を支える体制・機能の強化 

我が国のイノベーション創出に向けた研究開発の中核的な担い手として、科学技術・イノ

ベーション基本計画等の科学技術イノベーション政策を踏まえ、政策課題の達成に向け明確

な使命の下で組織的に研究開発に取組むとともに、社会からの様々な要請に対応した戦略

的・重点的に研究開発を推進する。さらに、科学技術に関する革新的な知見が発見された場

合や、その他の科学技術に関する内外の情勢に著しい変化が生じた場合において、当該知

見に関する研究開発その他の対応が必要になった際は、文部科学大臣と十分な意志疎通を

図りつつ、迅速な対応を行う。 

研究所内外の専門的な有識者により構成され、研究所の経営、推進すべき研究等に関し

て議論する理研戦略会議や、研究所の中核的な研究者が科学的見地から研究所が推進す

べき研究開発の方向性等を議論する科学者会議を開催し、得られた適切な助言を研究所の

運営に反映する。 

 

◯経営判断に基づく運営の推進 

研究所全体を適切に運営するため、研究所全体の研究計画の実施状況を把握し、必要

性、緊急性等を踏まえた理事長の経営方針に基づき、理事長のリーダーシップの下、熟議を

踏まえた経営判断を行い、予算、人員等の資源を適切に配分する。 

また、国家戦略、社会的ニーズの観点から緊急に着手すべき研究や早期に加速すること

により成果創出が期待される研究等に必要な経費を経営判断に基づき理事長裁量経費とし

て機動的に措置する。 

さらに、戦略的研究展開事業を推進する。戦略的、政策的に重要なテーマを設定し研究開

発成果の創出を目指すとともに、独創的研究提案制度により将来新たな研究分野へ発展す

る可能性のある挑戦的・独創的な課題を選定・実施し、新たな事業に発展させることを目指

す。 

 

◯研究開発活動の運営に対する適切な評価の実施、反映 

研究所の運営や実施する研究課題に関しては、世界的に評価の高い外部専門家等によ

る国際的水準の評価を実施する。研究所全体の運営の評価を行うために「理化学研究所ア

ドバイザリー・カウンシル」（RAC）を定期的に開催するとともに、研究センター等毎にアドバイ

ザリー・カウンシル(AC)を開催する。 

 RAC 等の評価結果を、研究室等の改廃等の見直しを含めた予算・人材等の資源配分に反

映させるとともに、独立行政法人評価の結果への適切な対応を行い、研究開発活動を強化

する方策の検討等に積極的に活用する。なお、原則として、評価結果はウェブサイト等に掲

載し公開する。 
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研究所で実施する研究等については、社会的・政策的要請の変化や長期的視点に基づく

研究所の研究戦略の変更等に応じた経営判断に基づき、終了する、もしくは発展・拡充して

重点的に推進する等柔軟に再編を行い、研究所の研究活動を最適化する。 

 

◯イノベーションデザインの取組とエンジニアリングネットワークの形成 

社会と科学技術との関係を俯瞰的に捉え、どのような未来社会を作りたいかというビジョン

と、これを実現するための未来シナリオを描く。研究所はこの担い手となるイノベーションデザ

イナーを第一線の研究者との対話等を通して育成するとともに、イノベーションデザイナーが

策定する未来シナリオを活用して、研究所内の研究者や組織が、産業界や社会と連携した

未来志向の研究開発に取組む。こうしたイノベーションデザインの活動を通じて研究所の研

究活動に新たな価値基準を与え、研究所の有する研究・経営資源等を踏まえつつ、未来社

会の実現に向けた研究の推進を可能とする研究所運営システムを確立する。また、イノベー

ションデザイナーは、未来シナリオの策定に係る対話等を通して、産学官の様々なステーク

ホルダーが共創していくための場を提供する。 

さらに、少子高齢化や気候変動等、複雑化・流動化する社会課題が、細分化された科学

だけで解決するのが困難となっていることを踏まえ、学際性を発揮しやすい研究所の環境を

活かし、研究所内の、個々の研究分野で世界最先端を行く科学者・技術者が、分野を超え柔

軟に連携できる組織横断的なネットワークを形成する。イノベーションデザインの取組とも連

携しつつ、社会課題の解決に向け、そのネットワークを活用し、基礎から実用化へつなげるエ

ンジニアリング研究を推進する。 

 

(2) 世界最高水準の研究成果を生み出すための研究環境の整備と優秀な研究者の育成・輩出

等 

 

◯若手研究人材の育成 

国内外の大学との連携を図りつつ、大学院生リサーチ・アソシエイト、国際プログラム・アソ

シエイト及び基礎科学特別研究員等の制度を活用して、独立性や自律性を含めた資質の向

上を図るべく、学生から若手研究者まで人材育成に取組む。また、未開拓の研究領域等、野

心的な研究に挑戦しようとする若手研究者を研究室主宰者として任命する制度（理研白眉制

度）を活用し、次世代の研究人材を育成する。 

 

◯新たな人事雇用制度 

優れた研究者を惹きつけ、より安定的に研究に取組むため、研究所が中長期的に進める

べき分野等を考慮し、公正かつ厳正な評価を行ったうえで、無期雇用職として任期の設定が
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なく研究に従事できる環境を提供することとし、対象となる研究者の割合を 4 割程度まで拡充

する。また、任期制研究者についても、研究に従事できる期間を原則 7 年とする等、安定的

な研究環境を提供し、研究センター等で柔軟かつ機動的に人材を活用するとともに、国内外

の大学・研究機関等で活躍する人材として輩出することを目指す。 

加えて、全所的に活躍し得る高度な研究支援業務を担うコーディネーター（リサーチアドミ

ニストレーター）等についても人材確保に努める。 

 

◯研究開発活動を支える体制の強化 

研究開発活動を支える研究支援機能を強化するため、事業所毎にセンター等研究組織の

研究推進を担う運営業務と、管理系業務を効果的に配置する。加えて、研究センター等研究

組織においてもアウトリーチ活動、研究資金獲得支援、学術集会等開催、研究所内外の大

学、研究機関等との連携研究の支援等を行うコーディネーター、高度支援専門職等の研究

経歴を有する研究支援人材等を配置することにより、多層の研究推進・支援体制を整備し、

研究者が研究に専念できる研究環境を構築する。また、適正に業務を見直し、あるいは不要

な業務は廃止する等により、適宜業務の改善を図る。  

 

◯ダイバーシティの推進 

より多様な人材を確保するための先導的な研究環境の構築等の取組を引き続き推進する。 

女性研究者等のさらなる活躍を促すため、出産・育児や介護の際及びその前後において

も研究開発活動を継続できるよう男女共同参画の理念に基づいた仕事と家庭の両立のため

の取組等を実施し、研究環境を整備する。 

外国人研究者への様々な支援を含めて、国際的な環境を整備するため事務部門における

外国語対応をさらに強化する。また、既に導入されている各種の取組についても利便性を高

めるための見直しや改善を図る。 

加えて、研究所全体で、障害者雇用の支援等に取組む。 

指導的な地位にある女性研究者については、その比率（第 3 期中長期計画目標「少なくと

も 10％程度」）の維持向上及び輩出に努め、当該中長期計画期間における指導的な地位に

ある女性研究者の累計在籍者数 45 名を目指す。また、外国人研究者の比率の維持（第 3

期中長期計画目標 20％程度）等多様性の確保を図る。  

 

◯国際化戦略 

国際的な科学技術ハブとして、国際連携を通じた世界最高水準の研究成果の創出や国際

頭脳好循環を実現するため、互恵的な国際協力関係を構築する取組を国際化戦略に基づき

推進する。具体的には、海外研究機関・大学等との覚書や研究協力協定の締結、国際共同
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研究の実施、人材の派遣や受入れを通じた国際交流等に取組み、アジア、米国、ヨーロッパ

等に国際連携拠点を形成する。また、取組状況を適宜精査し、終了した共同研究や国際連

携拠点は速やかに廃止する等適切に対応する。  

 

◯研究開発活動の理解増進のための発信 

国民の理解増進を図るため、優れた研究開発成果や期待される社会還元の内容につい

てプレス発表、広報誌、ウェブサイト、SNS、施設公開、各地で開催する科学講演会やメディ

アとの懇談会等において情報発信を積極的に行う。 

プレス発表や広報誌では、平易な用語や映像を用いて国民にわかりやすい形で情報提供

する。また、施設公開や各種講演会に加え、セミナーや出張レクチャー等の機会を通じて、国

内外の各層から幅広く理解・支持されるよう努める。 

海外との連携強化や国際人材の確保を目的として、海外メディアを対象としたプレスリリー

スや RIKEN Research 等により海外への情報発信を行う。 

 

(3) 関係機関との連携強化等による、研究成果の社会還元の推進 

科学技術イノベーションの創出に向け、研究所が創出した世界最先端の革新的研究シーズ

を効果的かつ速やかに社会的価値に変換し、産業界、大学、国立研究開発法人、自治体等と

の共創機能を強化する。具体的には、産業界、大学、国立研究開発法人、自治体等との緊密

な連携の下、国内外の将来動向、社会的ニーズ、事業ニーズ及びそれらを解決する技術に関

して知の共有を図るとともにイノベーションデザイン活動と連携する。 

また、研究所の研究成果について、科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律

（平成 20 年法律第 63 号）等の定めるところにより、民間事業者への移転や共同研究の企画・

あっせん等によりその活用を促進する者及び事業活動において活用等する者（以下「成果活用

等支援法人等」という。）に対して、出資並びに人的及び技術的援助を行う。 

 

◯産業界との共創機能の強化と成果活用等支援法人等への出資等 

研究成果の最大化及び社会的課題解決のため、ニーズ探索、新技術開発テーマ創出か

ら事業化に向けて、諸外国での取組状況等も踏まえ、オープンイノベーションを推進し、組織

対組織の連携による産業界との共創機能を強化する。そのため、学際・業際等の領域を跨

がる連携チームを構成した戦略的な共創テーマを創出し、産業界と研究所の複数の研究チ

ームより構成される連携センター、産業界と研究所が協働して研究計画の立案から成果創

出までを一体的に担う連携プログラム、産業界の先導による課題解決に取組む融合的連携

研究等を推進し、大型共同研究に結実させる。また、それらの共同研究の実施に当たって、

その着実な進捗と成果の社会実装に向けた組織的なプロジェクトマネージメントを行う。 
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研究成果を基にした研究所発ベンチャーの設立を強力に支援するため、技術の優位性判

断、市場調査等を進め、外部ベンチャーキャピタル等の協力を得ながら事業計画の立案、経

営支援及び資金調達支援を一体的に推進する。 

産業界が活用し得る質の高い知的財産権の確保のため、基礎研究段階の研究成果を実

証段階の成果まで高める研究開発や知的財産権を強化するための研究開発を推進する。さ

らに、複数の特許技術のパッケージ化、バリューチェーン化等により、知的財産権のライセン

ス活動を強力に推進する。 

上記の実施に当たっては、成果活用等支援法人等への出資等を通じて、基礎研究の成果

のいち早い社会的価値への還元を図るとともに、多様な収入源の確保による新たな研究資

金の確保や、産業界との組織対組織の連携促進に資することを目指す。出資等に際しては、

これらの業務の推進に関する担当部署の必要な組織体制や、外部有識者の委員会による

審議体制を構築し、出資等に係る専門性・客観性を確保する。また、出資後においては、定

期的に出資先の事業計画の進捗状況や経営状況等の把握を行い、これらを踏まえた必要

な対応を適時に行う。 

 

◯科学技術ハブ機能の形成と強化 

大学、研究機関や産業界と協働し、研究所が科学技術におけるハブの役割を担い、研究

開発のネットワークを形成及び強化することにより我が国の科学力の充実を図るとともに、イ

ノベーションの創出を推進する。このため、従来型の研究者間の個別の共同研究によるつな

がりにとどまることなく、高い研究開発力や産学連携能力等を有する大学等と組織対組織で

協働できる体制を形成するとともに、それぞれの組織の強みを生かした組織や分野の壁を越

えた融合研究を実施することで、革新的な研究成果や新たな基礎研究のシーズを創出する。

また、クロスアポイントメント制度等を活用し、大学等の研究所外とのネットワークを形成する

ことで、頭脳循環を図るとともに、若手研究者や学生等の人材育成を図る。さらに、創出した

研究成果の社会導出等を図るため、産業界、自治体及び関連団体等との連携により、連携

フォーラムやシンポジウムを開催するとともに、産学官の協働による新たな共同研究の実施

を通じて創出した研究成果の社会導出等を促進し、地域産業の活性化に資することを目指

す。 

なお、「政府関係機関移転基本方針」（平成 28 年 3 月 22 日まち・ひと・しごと創生本部決

定）への対応については、平成 29 年 4 月公表の年次プランに基づき推進する。 

 

◯産業界との連携を支える研究の取組 

健康長寿社会の実現に資する連携を促進するため、創薬・医療技術基盤プログラム及び

予防医療・診断技術開発プログラムを実施する。 
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創薬・医療技術基盤プログラムでは、各研究センターや大学等で行われている様々な基

礎疾患研究から見いだされる創薬標的（疾患関連タンパク質）を対象に、医薬品の候補とな

る低分子化合物、抗体、核酸等の新規物質や細胞医薬品の候補を創成し有効な知的財産

権の取得を目指すとともに、非臨床、臨床段階のトランスレーショナルリサーチを推進し、こ

れらを適切な段階で企業や医療機関等に導出する。このため、本プログラムにマネジメントオ

フィスを置き、適切な専門人材を配置し、各センター等に設置する創薬に関する基盤ユニット

を連携させ、リソースの重点化や進捗管理を効果的・効率的に実施する。また、府省が連携

してアカデミア等の創薬研究を支援する取組等を通じて、大学や医療機関との連携強化や

先端的技術を創薬研究に展開するための企画・調整を行う。 

予防医療・診断技術開発プログラムでは、研究所の各センター等の様々な基礎研究の成

果や研究基盤等と、医療機関、企業等の有するニーズをマッチさせ、臨床現場で使える予防

医療・診断技術の共同研究等の取組を推進する。 

 

(4) 持続的なイノベーション創出を支える新たな科学の開拓・創成 

研究所の長期的戦略に基づいて、科学技術の飛躍的進歩をもたらし，持続的なイノベーショ

ン創出を支えるために、未踏・未知の科学研究領域の開拓・創成を目指す開拓研究本部を設

置する。開拓研究本部をはじめとして、研究所内の様々な分野を代表する研究者が研究を推

進するとともに、分野、組織横断的な研究を推進する。 

 

◯新たな科学を創成する基礎的研究の推進 

開拓研究本部では、様々な分野で卓越した研究実績と高い指導力を持つ研究者が研究

室を主宰する。喫緊の課題や短期的なミッションにとらわれることなく、研究分野の違いや組

織の壁等の制約なく互いに影響を与えながら、所内外の研究者・研究組織と協力して研究を

行うことにより、抜きん出た基礎研究成果を生み出すとともに、新しい研究領域や課題を見

出すことにより新たな科学を創成することを目指す。そこには社会の中での科学の在り方や

基礎研究の成果を応用に活かす長期的展開も視点に入れる。 

 

◯分野・組織横断的なプロジェクトの推進 

国家的、社会的要請に応える戦略的研究開発の候補となり得る融合的かつ横断的な研

究開発課題を、研究所内外の優秀な研究者を糾合して経営戦略に基づき実施する。研究開

発課題毎に研究の評価を適時行い、国際的な研究開発の動向も含めて厳格に見直し、新た

な研究領域の開拓を行う。 
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◯共通基盤ネットワークの機能の構築 

研究所内の共通研究基盤施設・機器等の存在や利用方法等を可視化し、研究所の研究

資源利用の効率化を図る。研究所には国家的、社会的要請にこたえる戦略的研究開発の推

進において整備された共通研究基盤となる施設・機器等があることに鑑み、本来の事業に支

障なく所内での利用が可能となるシステムを構築する。   

 

◯社会や地球規模の課題の予測と介入による制御の実現の推進 

研究所の最先端研究プラットフォームをつなぐために、良質なデータを蓄積・統合するとと

もに、量子コンピュータ・スーパーコンピュータのハイブリッドコンピューティング（量子古典ハ

イブリッドコンピューティング）の導入、数理科学の融合等により、新たなプラットフォームの構

築や新たな価値の創成に資する研究を推進することで、未来の予測制御の科学を開拓し、

社会や地球規模の課題の予測と介入による制御の実現を推進する。 

 

◯科学研究サイクルの加速及び探索空間の拡大等による科学研究の革新の推進 

 最先端の研究から創出される多種・多様で膨大な科学研究データ、高度な学習・推

論・生成及び実験自動化・高速化技術に基づき、科学研究向け基盤モデルを研究開発す

ることで、科学研究サイクルの加速と探索空間の拡大等による科学研究の革新を推進

する。 

       

(5) 研究データ基盤の構築等による情報環境の強化 

情報統合本部を設置することで、研究所が策定する情報通信技術戦略（ICT 戦略）に基づい

て、ICT を駆使した研究開発成果の最大化とともにイノベーション創出を促進する。具体的には、

研究所内での研究データの適切な管理、及び研究所内外で研究データの利活用を可能とする

研究データ基盤を構築し、オープンサイエンスを推進するとともに、デジタル・トランスフォーメー

ションの実現に向けて情報科学研究の推進及び情報科学の知見を用いた組織・分野横断的な

取組、次世代ロボティクス研究を推進する。 

 

◯オープンサイエンスの推進 

データサイエンスによるイノベーション創出等に向けて、研究データを戦略的に収集、管理、

利活用するための環境を整備する。研究方法の変革に対応可能な研究データ基盤の構築・

運用を行うとともに、研究所内のデータの収集・管理機能を強化する。また、国内外の関係

機関と連携し、メタデータ形式の標準策定に向けた研究開発を推進する。 

 

◯情報科学研究の推進及び情報科学の知見を用いた組織・分野横断的な取組の推進 
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情報科学研究を推進するとともに、研究所におけるデータ科学のハブとして、情報科学の

知見を用いて組織・分野横断的で、最先端かつ独自の研究を推進する。 

 

◯次世代ロボティクス研究の推進 

人間中心の「超スマート社会」の実現に向け、人間の認知機能を中心とするこころのメカニ

ズムを計算論的に解明し、ロボット実装を通じて構成論的に実証する次世代ロボティクス研

究を推進する。 

 

2 国家的、社会的要請に応える戦略的研究開発の推進 

我が国の科学技術イノベーション政策の中核的な研究機関として、研究所全体の運営システ

ムの下、科学技術・イノベーション基本計画等において掲げられた国が取組むべき課題等につい

て、その達成に向けた戦略的かつ重点的に研究開発を推進するとともに、国内外の大学、研究

機関等との密接な連携の下、以下の研究開発を実施する。 

各研究についての詳細は別紙に記載する。 

 

(1) 革新知能統合研究 

ICT の利活用による「超スマート社会」の実現のため、政府がとりまとめた「人工知能技術戦

略」に基づき、関係府省、機関及び民間企業と連携しながら、グローバルな研究体制の下、①

汎用基盤技術研究として、革新的な人工知能等の基盤技術の構築に向けた研究開発を推進

するとともに、②目的指向基盤技術研究として、これらの基盤技術も活用することにより、我が

国が強みを持つ科学技術分野の強化及び社会的課題の解決を図る。 

また並行して、技術の進展が社会にもたらす影響や人工知能と人との関係についての洞察

を深めることも重要であり、③社会における人工知能研究として、人工知能技術等の利活用に

当たっての倫理的、法的、社会的問題について、世界的な動向を踏まえながら研究及び情報

発信を行う。 

加えて、ICT に係る知見や技術を理解し、課題解決に結びつける人材の育成も不可欠であり、

④人材育成として、優れたリーダーの下、必要に応じて幅広い分野の多様なスキルを有する人

材が集う柔軟な研究体制、研究環境を整備する。 

 

(2) 数理創造研究 

今世紀の基礎科学の重要課題の一つである“宇宙・物質・生命の統合的解明”のため、数

学・理論科学を軸とした異分野融合と新たな学問領域創出を目指し、諸科学を統合的に推進し、

それを通して社会における課題発掘及び解決に取組む。具体的には、①新しい幾何学の創成

をはじめとする数学と自然科学の共進化、②複雑化する生命機能の数理的手法による解明、
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③数理的手法による時空と物質の起源の解明、④数理科学的手法による機械学習技術の探

求を行う。さらに、国内・国際連携のネットワークを構築し、⑤既存学問分野の枠を越えて活躍

できる人材育成を行い、頭脳還流の活性化を図るとともに数学・理論科学を活用し、科学界の

みならず産業界に対するイノベーションの創出への貢献を図る。 

  

(3) 生命医科学研究 

ゲノムや環境による個人毎の違いを踏まえた正確で効率的な予防や治療を可能とするため、

生命の高次機能の理解や機能の破綻による人間の疾患発症機構の解明を目指した生命医科

学研究を推進する。 

具体的には、①ゲノムを解析して機能・疾患を理解するゲノム機能医科学研究、②ヒト免疫

系による恒常性維持・破綻のプロセスを解明するヒト免疫医科学研究、③ヒトの環境応答につ

いてデータ収集・計測・モデリングを行う疾患システムズ医科学研究、さらに④これらを融合した

ヒト免疫システムの解明から個別化がん治療等への応用を行うがん免疫基盤研究を実施し、

画期的な治療法の社会実装への橋渡しに向けた研究を推進する。また、生命医科学研究にお

ける新たな研究領域を開拓できるリーダーの育成を行う。 

 

(4) 生命機能科学研究 

健康長寿社会の実現に貢献するために、本研究では、ヒトの発生から成長、老化、生命の終

わりまでの時間軸を貫く生命機能維持の原理解明を目指して、分子、細胞から個体までの多

階層にわたる以下の研究を推進する。そのため、①分子・細胞状態の可視化及び非侵襲での

臓器機能計測技術から得られる情報を元に、細胞状態の予測と細胞操作を可能とする技術を

開発し、健康状態の予測と医療等への応用を図る。②周辺環境との相互作用による影響を考

慮した発生・再生原理や臓器形成機構の解明とともに、移植等の医療応用を見据えた次世代

再生医療の基盤を構築する。また、非・低侵襲での計測技術を用いた健康診断技術の開発を

行う。③上記の研究を基盤として、生物のライフサイクル進行を制御する機構を解明することに

より、ヒトの健全な成長・発達・成熟・老化を維持する仕組みの解明を目指す。 

さらに、生命機能科学研究における総合力を活かし、当分野の発展に貢献する、社会課題

解決を見据えた広範な視野を持った人材を育成する。 

 

(5) 脳神経科学研究 

本研究では、①脳イメージング解析やオミックス解析を駆使し、ヒトをヒトたらしめる推論や内

省、互恵性等のヒト脳高次認知機能解明を目指した研究、②分子、遺伝子、細胞、回路、シス

テム、個体、社会性という脳の多階層をまたぐ、動物モデルに基づいた階層横断的な研究、③

脳計測技術、ビッグデータ解析技術の開発やそれを活用したデータの蓄積を通した脳の計算
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原理の解明、脳型 AI アルゴリズムの開発等、理論・技術が先導するデータ駆動型脳研究、④

精神・神経疾患の診断・治療法開発及び脳機能支援・拡張を目指した研究を実施することによ

り、ヒト脳に特徴的な高次認知機能を司る領域や構造を網羅的に解析・同定し、そこで働く新し

い分子機構や作動原理等を解明するとともに、多種脳計測データ解析法の開発や脳の理論モ

デル構築、精神・神経疾患診断のためのバイオマーカー等の開発を行う。これにより、精神・神

経疾患の克服による健康寿命の延伸等、超高齢社会等に対応する持続可能な社会の実現に

貢献する。 

また、我が国の脳神経科学の中核拠点として、国内外の研究機関、大学、産業界等とも協

力し、世界トップレベルの研究を展開するとともに、次世代の脳神経科学を担う人材の育成や

研究成果の社会展開・還元のための取組を推進する。 

 

(6) 環境資源科学研究 

本研究では、植物科学、微生物学、化学、データ科学等を融合し、環境負荷の少ないバイオ

資源や化学資源等の創生と利活用を目指した異分野融合研究を推進することにより、資源枯

渇・気候変動・食料不足等の地球規模の課題解決に貢献する。 

具体的には、①持続的な食料、バイオマス生産のための植物の機能向上を目指す革新的植

物バイオ研究、②植物や微生物を用いた有用物質の生産を目指す代謝ゲノムエンジニアリン

グ研究、③地球資源を利用する高機能資源化触媒に関する先進触媒機能エンジニアリング研

究、④有用機能を持つ高分子素材の合成等に関する新機能性ポリマー研究を推進するととも

に、⑤それらの研究開発を支える先端技術プラットフォームの開発を行う。さらに、環境資源分

野における優れた研究人材を育成し、科学技術力の底上げに努める。 

 

(7) 創発物性科学研究 

本研究では、創発物性科学の概念に基づき、これまで展開してきた強相関物理･超分子機

能化学･量子情報エレクトロニクスの 3 部門の融合を加速させ、①革新的なエネルギーの創成・

輸送機能の実現を目指すエネルギー機能創発物性研究、②人との親和性に優れたソフトロボ

ティクス等への貢献を目指す創発機能性ソフトマテリアル研究、③低消費電力で超高速・高効

率情報処理に貢献する量子情報電子技術、④省エネルギーエレクトロニクスの実現に貢献す

るトポロジカルスピントロニクス研究に取組み、革新的なハードウェアの創製を可能にする新し

い学理の構築と概念実証デバイスの開発を行うことで、環境調和型の持続可能な社会の実現

に貢献するとともに若手人材の育成を推進する。 

 

(8) 量子コンピュータ研究  

本研究では、量子力学の基本原理を物理レイヤーのみならず計算・通信・計測といった情報
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レイヤーにも適用する量子情報科学研究を一層推し進め、量子情報処理技術を確立し、社会

課題解決のために必要とされる量子計算プラットフォーム構築へ貢献するため、①量子計算を

実現するための量子コンピュータ研究開発、②量子情報科学の基盤となる量子制御・観測技

術の極限な性能を追求し、それらの技術の新たな応用の開拓や新たな学術分野の形成に取り

組む。 

さらに、③量子コンピュータの研究開発領域において国際的に主導的な役割を果たしていく

ため、若手人材の育成を図るとともに、国内外の大学・研究機関や企業からの参画等を得て研

究開発を行う先駆的なイノベーションの創出に向けた取組や、他の量子技術関連の研究開発

を推進する国内外の大学・研究機関・企業等と協力し、科学的・社会的課題の解決に向けた研

究成果の共有や普及等を促進し、国際連携ハブとしての役割を果たしていくことを目指す。 

 

(9) 光量子工学研究  

本研究では、最先端の光・量子技術の研究として、①超高精度レーザーや極短パルスレー

ザーの発生、制御、計測技術を追究し、物質・材料科学や測地学への応用展開を目指すエク

ストリームフォトニクス研究、②顕微計測技術とレーザー加工技術を融合し、精密加工・極微光

計測技術の工学・生物医科学応用を目指すサブ波長フォトニクス研究、③独自のテラヘルツ光

発振技術、計測技術を発展させ、テラヘルツ光による機能制御・物質創成等を目指すテラヘル

ツ光研究、④非破壊インフラ計測技術、レーザー計測技術、特殊光学素子の開発等、最先端

の光・量子技術の社会への活用を目指す光量子技術基盤開発を推進することで、社会的に重

要な課題の解決に貢献する。さらに、次世代の光量子科学研究を担う人材を育成し、科学技術

力の底上げに努める。 

 

(10) 加速器科学研究 

加速器研究基盤である RI ビームファクトリー（RIBF）、並びに国際協力に基づく米国ブルック

ヘブン国立研究所（BNL）及び英国ラザフォード・アップルトン研究所（RAL）において、原子核や

素粒子を支配する物理法則の学理を究める。そのために、①原子核基礎研究では、究極の原

子核像の構築、核合成技術の確立、宇宙における元素合成過程の解明等を目指す、並びに②

BNL 及び RAL との国際協力に基づく素粒子物性研究に取組む。また、③重イオン・RI ビームを

用いた学際応用研究を進める。さらに④RIBF の加速器施設の高度化・共用、国内外の研究機

関とその研究者との連携を推進し、これらにより原子核・素粒子物理分野を進展させ、学際応

用研究を含めた優れた研究人材の育成に資する。なお、RAL 施設の運営は中長期目標期間

中に終了する。 
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3 世界最高水準の研究基盤の開発・整備・共用・利活用研究の推進 

特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律（平成 6 年法律第 78 号）第 5 条に規定す

る業務（登録施設利用促進機関が行う利用促進業務を除く。）の下、研究所全体の運営システム

のなかで、世界最高水準の大型研究施設をはじめとする研究基盤の整備並びに研究基盤を支え

る基盤技術の開発を着実に進めるとともに、国内外の研究者等に共用・提供を行うことで、外部

機関等との相補的な連携の促進を図る。またライフサイエンス分野に共通して必要となる生物遺

伝資源（バイオリソース）の収集・保存・提供にかかる基盤の整備を行うととともに、バイオリソース

の利活用に資する研究を行う。 

各研究についての詳細は別紙に記載する。 

 

(1) 計算科学研究 

我が国の計算科学及び計算機科学の先導的研究開発機関として、スーパーコンピュータ

「京」を効果的に運用するとともに、スーパーコンピュータ「富岳」の開発を実施する。「京」から

「富岳」への移行を円滑に実施し、研究者等への共用に供する（①「京」・「富岳」の共用と利用

者拡大）。また、国際的な計算科学分野の中核拠点として、これまでに培ってきたテクノロジー

及びソフトウェアを「サイエンスを駆動する計算科学コア・コンピタンス」と位置付け、それらの発

展、国内外での普及、成果の創出を推進する（②計算科学コア・コンピタンスによる計算科学分

野の中核拠点としての活動）。さらに、研究所内の計算科学研究を推進する体制を構築すると

ともに、研究所内の計算資源を効果的に活用する方策について検討を進める。 

 

(2) 放射光科学研究 

大型放射光施設（SPring-8）及び X 線自由電子レーザー施設（SACLA）の安定した共用

運転を行う（①大型放射光施設の研究者等への安定した共用）。加えて、高度化を着実

に進め、それぞれ単体の施設として世界トップクラスの性能を維持するとともに、両施

設の相乗効果を生かした研究開発を推進する。そのために、②計測機器、解析装置等の

開発による放射光利用環境の向上、③X 線エネルギー分析技術の深化による実用材料ナ

ノ評価の推進、④放射光施設の高度化に向けた要素技術開発に取組む。このことにより、

広範な分野の研究開発の進展に貢献し、その整備や利用を通じて産学官の幅広い共用や

利用体制構築を実現、また多種多様な人材の交流により人材育成に資することで、科学

技術イノベーションの持続的創出や加速に寄与する。 

 

(3) バイオリソース研究 

バイオリソースは、幅広い分野のライフサイエンス研究や産業活動に必要不可欠な研究材

料であり、科学技術イノベーションの推進における重要な知的基盤として、戦略的・体系的に整
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備する必要がある。 

本研究では、我が国の中核的拠点として、研究動向を的確に把握し、社会的ニーズ・研究ニ

ーズに応え、①世界最高水準のバイオリソース整備事業を実施する。また、バイオリソース整

備事業を効果的・効率的に実施するために、②保存・利用技術等の開発を行う基盤技術開発

事業を実施する。さらに、研究動向及びニーズに的確に対応するため、③バイオリソース関連

研究開発プログラムを実施する。加えて、バイオリソース事業に関わる人材の育成、研究コミュ

ニティへの技術移転のための技術研修や普及活動を行う。 

 

 

Ⅱ. 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

研究所は、必要な事業の見直し、調達の合理化、効率的な運営体制の整備に取組、引き続き

経費の合理化・効率化を図るとともに、独自の創意工夫を加えつつ業務運営の改善に取組む。 

 

1 経費等の合理化・効率化 

運営費交付金を充当して行う事業は、新規に追加されるもの、拡充分は除外した上で、一般管

理費（人件費、特殊経費及び公租公課を除く。）及び、業務経費（人件費、物件費のうち無期雇用

に係る人件費及び特殊経費を除く。）の合計について、毎事業年度に平均で前年度比 1.16％以

上の効率化を図る。新規に追加されるもの及び拡充される分については、翌年度からの同様の

効率化を図る。また、毎年の運営費交付金額の算定に向けては、運営費交付金債務残高の発生

状況にも留意する。 

恒常的な省エネルギー化を進め、光熱水使用量の節約及び二酸化炭素の排出抑制に取組み、

節電要請などの状況下にあっても継続可能な環境を整備する。また、研究所全体で研究スペー

スの配分等を調整する体制により、限られた研究スペースをより有効に活用する等資源活用の効

率化を図る。 

 

2 人件費の適正化 

「特定国立研究開発法人による研究開発等を促進するための基本的な方針」(平成 28 年 6 月

28 日閣議決定)等の政府の方針を踏まえ、特定国立研究開発法人として世界最高水準の専門的

な知識及び経験を活用して遂行することが特に必要とされる業務に従事する者について、国際的

に卓越した能力を有する人材を確保する。 

給与水準(事務・技術職員)については、研究所の業務を遂行する上で必要となる事務・技術職

員の資質、人員配置、年齢構成等を十分に考慮し、国家公務員における組織区分、人員構成、

役職区分、在職地域、学歴等の比較及び類似の業務を行っている民間企業との比較を行う等厳

しく検証する。自らの給与水準が国民の理解を得られるか検討を行った上で、これを維持する合
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理的な理由がない場合には必要な措置を講ずるとともに、その検証やこれらの取組状況について

公表していく。 

なお、適切な人材の確保のために必要に応じて弾力的な給与を設定できるものとし、その際に

は、国民に対して納得が得られる説明に努めるものとする。 

 

3 調達の合理化及び契約業務の適正化 

研究開発が国際的な競争の中で行われることを踏まえ、契約を迅速かつ効果的に行うとともに、

適切に実施するために必要な体制を整備する。契約については、一般競争入札等競争性のある

契約方式を原則としつつ、「独立行政法人における調達等の合理化の取組の推進について」（平

成 27 年 5 月 25 日総務大臣決定）に基づく取組を着実に実施し、公正性、透明性を十分に確保

するとともに、随意契約によらざるを得ない場合は、事前に審査した上で実施し、その理由等を公

表する。また、調達に当たっては要求性能を確保した上で、研究開発の特性に合わせた効率的・

効果的な契約方法により、質と価格の適正なバランスに配慮した調達を実施する。同時に、上記

の取組が適正に行われるよう周知徹底を図るとともに、取組状況の検証を行い、必要な措置をと

る。 

また、監事及び会計監査人による監査において、入札・契約の適正な実施について徹底的な

チェックを行う。 

 

 

Ⅲ. 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

1 予算（人件費見積を含む）、収支計画、資金計画 

別紙に記載する。 

 

2 外部資金の確保  

外部資金の獲得は、研究所の研究者に新しいアイデアや研究の目をもたらすとともに、大学や

企業等と連携して重要な社会・産業の課題解決に向けた研究開発を行うことで、我が国のイノベ

ーション創出や世界規模の課題の解決に貢献することにつながる。外部資金を積極的に獲得す

るため、科学技術イノベーション政策や産業の動向把握に努めるとともに、省庁や公的研究機関、

企業や団体との意見交換等を通じて、今後重点化すべき取組や新たな事業の提案を行う等、一

層の資金確保に努める。 

 

3 短期借入金の限度額  

短期借入金は 240 億円を限度とする。 

想定される理由:  
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・運営費交付金の受入の遅延 

・受託業務に係る経費の暫時立替等 

 

4 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産に関する計画 

不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産に関する計画はない。 

 

5 重要な財産の処分・担保の計画 

1990 年に締結した研究協力協定に基づく RAL におけるミュオン研究は、中長期目標期間中に

終了する予定であり、建物を RAL に無償譲渡する。 

 

6 剰余金の使途 

決算において剰余金が生じた場合の使途は、以下の通りとする。 

・重点的に実施すべき研究開発に係る経費 

・エネルギー対策に係る経費 

・知的財産管理、技術移転、新株予約権の権利行使に係る経費 

・成果活用等支援法人等への出資に係る経費 

 ※成果活用等支援法人等への出資に係る経費については、自己収入を原資とすることを 

基本とする。 

・職員の資質の向上に係る経費 

・研究環境の整備に係る経費 

・広報に係る経費 

 

7 中長期目標期間を越える債務負担 

中長期目標期間を超える債務負担については、研究基盤の整備等が中長期目標期間を越え

る場合で、当該債務負担行為の必要性及び資金計画への影響を勘案し合理的と判断されるもの

について行う。 

ＰＦＩ事業として下記を実施する。 

（ＰＦＩ事業） 

・本部・事務棟整備等事業 

 

8 積立金の使途  

前期中長期目標期間の最終年度において、独立行政法人通則法第 44 条の処理を行ってなお

積立金があるときは、その額に相当する金額のうち主務大臣の承認を受けた金額について、以下

のものに充てる。（国立研究開発法人理化学研究所法に定める業務の財源に充てる。） 
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・中長期計画の剰余金の使途に規定されている重点的に実施すべき研究開発に係る経費、エ

ネルギー対策に係る経費、知的財産管理・技術移転・新株予約権の権利行使に係る経費、

成果活用等の支援法人等への出資に係る経費、職員の資質の向上に係る経費、研究環境

の整備に係る経費、広報に係る経費 

 ※成果活用等支援法人等への出資に係る経費については、自己収入を原資とすることを 

  基本とする。 

・自己収入により取得した固定資産の未償却残高相当額等に係る会計処理 

・前期中長期目標期間に還付を受けた消費税のうち、中長期目標期間中に発生する消費税の

支払  

 

 

Ⅳ. その他業務運営に関する重要事項 

1 内部統制の充実・強化 

内部統制の推進に関する業務に関しては、各組織からの内部統制の推進状況等に関する報

告を受け、必要に応じ是正措置や再発防止に取組む。また、研究所の業務目的の達成を阻害す

る要因等であるリスクに対する対応計画を策定してこれを実施し、その結果を分析・評価してリス

ク管理を行う。 

内部監査については、中期的な観点での監査計画に基づき、毎年の契約・経理等会計部門に

加えて、センター毎あるいはテーマ毎等の内部監査を効率的・効果的に実施する。その他、監事

の実効性を確保するための事務体制を維持するとともに、機動的かつ専門性の高い監事監査を

実施できるよう補助することにより、監事機能の強化を図る。 

 

2 法令遵守、倫理の保持 

研究活動等における不正行為及び研究費の不正使用の防止については、国のガイドライン等

の遵守を図るべく、再発防止のためのアクションプラン等を踏まえつつ、健全な研究活動の確保

に向けた適切な教育を実施し、研究不正等に係る研究者等の意識の向上を図る。また、論文の

信頼性を確保する仕組みを適切に運用する等の取組の着実な実施を進める。さらに、研究不正

等の防止に向けた取組等の社会への発信等を行う。 

また、健全な職場環境を確保するため、ハラスメント等を起こさないための教育を実施する。さ

らに通報、相談を受ける窓口を研究所内外に設置して職員等からの通報、相談に対して迅速か

つ適正に対応する。 

加えて、産学官連携活動等の推進環境確保のため、役職員の外部における活動と、理研にお

ける責任との利益相反を審査し、適切な利益相反マネジメントを行う。 
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3 業務の安全の確保 

業務の遂行に当たっては、法令を遵守し、安全の確保に十分に留意する。 

 

4 情報公開の推進 

独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成 13 年法律第 140 号）に基づき、情

報の一層の公開を図る。 

 

5 情報システムの整備及び情報セキュリティの強化 

「情報システムの整備及び管理の基本的な方針」（令和 3 年 12 月 24 日デジタル大臣決定）に

のっとり、情報システムの適切な整備及び管理を行う。 

また、情報セキュリティ強化（特にサイバーセキュリティ対策）の要請に応えるため、研究部門と

事務部門の情報セキュリティの確保及び情報倫理の教育や遵守に向けた活動を包括的に対応

する組織を運営する。さらに、サイバーセキュリティ対策等について最新の技術に対応しながら、

セキュアな情報システム基盤・情報環境を継続的に運営し、研究所の情報セキュリティを抜本的

に強化する。 

 

6 施設及び設備に関する計画 

研究所における研究開発業務の水準の向上と世界トップレベルの研究開発拠点としての発展

を図るため、常に良好な研究環境を整備、維持していくことが必要である。そのため、既存の研究

施設及び中長期目標期間中に整備される施設・設備の有効活用を進めるとともに、老朽化対策

を含め、施設・設備の改修・更新・整備を重点的・計画的に実施する。なお、中長期目標を達成す

るために必要な研究開発もしくは老朽化により必要になる安全対策等に対応した整備・改修・更

新が追加されることがあり得る。 

 

7 人事に関する計画 

研究開発成果の最大化及び業務運営の効果的・効率的推進を図るため、「科学技術・イノベー

ション創出の活性化に関する法律」（平成 20 年法律第 63 号）第 24 条に基づき策定された「人材

活用等に関する方針」に基づき、優秀な人材や専門的知識を有する人材の確保・育成、適切な職

員の配置、職員の資質の向上を図る。任期制職員の活用やクロスアポイントの活用により研究者

の流動性の向上を図り、研究の活性化と効率的な推進に努める。 
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＜別紙＞ 

Ⅰ. 研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措

置 

2 国家戦略等に基づく戦略的研究開発の推進 

(1) 革新知能統合研究 

① 汎用基盤技術研究 

新たな人工知能等の基盤技術を構築するため、主要な国際会議における議論等を踏まえ、

幅広い基礎研究に取組む。 

具体的には、近年、目覚ましい成果を上げている深層学習について、深層モデルに対する数

理的な基礎研究等を行うことにより、3 年を目途に、その原理の理論的解明を進め、観測デー

タからその生成規則を見出す逆問題の解析や識別規則の学習等において、さらなる性能、効

率の向上を図る。また、数理的最適化や統計的学習の理論及びアルゴリズムに関する基礎研

究を行うことにより、中長期目標期間終了時には汎用的な機械学習の新たな基盤技術を構築

し、複雑・不完全なデータしか得られない課題等、現在の深層学習では太刀打ちできない難題

の解決を図る。 

② 目的指向基盤技術研究 

サイエンス研究の加速や現実世界での様々な課題の解決に向けて、関係省庁や大学、研究

機関、民間企業等との連携を通じて、人工知能等の基盤技術を実装した解析システムを実現

するための研究開発に取組む。4 年を目途に解析システムのプロトタイプ等を構築し、中長期

目標期間終了時を目途に実証実験等を通じて社会実装につなげる。 

具体的には、特定疾患の治療に適した iPS 細胞の品質評価技術の開発等の再生科学やそ

の医療応用、文献等の解析や最適化技術による新規機能性材料開発の加速等、我が国が国

際競争力を有する科学分野の一層の強化を図るほか、ビッグデータ解析による個別治療法の

導出や介護現場における会話支援等の技術革新、観測データの解析とシミュレーションに基づ

く防災・減災システムの構築、自律的検査装置の開発等による老朽化するインフラの保守・管

理技術等、我が国として抱える社会的課題の解決を図るための人工知能等の基盤技術を実装

した解析システムを実現する。 

③ 社会における人工知能研究 

人工知能技術の進展や普及に伴う社会への影響として、人工知能と人との関係としての倫

理的検討、法制度の在り方、病歴やゲノム情報を含む個人データの流通に関する問題への対

応等について、人文科学や社会科学の研究者も加えた積極的な議論を行い、国際会議を通じ

ての情報発信を行う等、世界的な合意形成を図る。 

④ 人材育成 

大学・研究機関及び企業との連携を通じて、学生や企業の研究者、技術者がプロジェクトに
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直接参画することにより、研究現場における人材育成を進め、我が国全体の技術の底上げを

図る。さらに、海外の大学・研究機関との連携により、人材交流を深める等、国際的な視野を持

った研究者の育成を行う。 

 

(2) 数理創造研究 

① 数学と自然科学の共進化 

数学と自然科学の共進化を加速するため、自然科学と数理科学の相互交流を拡大する。現

代数学の自然科学への適用にとどまらず、自然現象から数学に新たな動機を与えることにより、

新しい幾何学の創成とミレニアム問題等数学における重要問題の解決へ向けての取組を促進

する。5 年を目途に、自然科学における諸問題を現代数学の言葉で捉える取組を進め、その後

の期間では、そこで得られた知見をもとに新しい数学概念の構築と自然現象へ適用を目指す。 

② 数理科学と生命の起源の解明 

現代生物学の重要課題である、「生命機能が進化してきたプロセス」の解明を目指す。細胞

がもつ自律性や恒常性、発生の過程で作り出される機能、環境変動に対する適応性等、遺伝

子やタンパク質等の生体分子の仕掛けから生まれる原理について、4 年を目途に数理的手法

を用いて解析し、生体分子が様々な環境の中で進化する中でシステムとして生命機能を獲得し、

複雑化してきた過程の解明を目指す。 

③ 数理的手法による時空と物質の起源の解明 

物理学・計算科学・数学の協働により、時空の起源と物質の起源を解明する。特に素粒子原

子核の大規模シミュレーションを推進するとともに、4 年を目途に国内外の宇宙観測データを基

にしたビッグデータ解析手法の開発を行い、宇宙と物質の起源の解明につなげる。その後、3

年を目途に、現代数学と素粒子物理学及び宇宙物理学の融合を図り、ブラックホール時空の

創成や宇宙初期の時空創成の謎に挑戦する。 

④ 数理科学と人工知能 

機械学習技術が適切に機能するための条件や結果の不定性等に関する数理的基礎につい

て解明する。4 年を目途に、機械学習技術を物理学、化学、生物学等の基礎研究に適応し、こ

れまでにない新しい発見を生む可能性を探索すると同時に、機械学習技術の基礎を数理科学

の観点から深く掘り下げる。その後、3 年を目途に、現在の深層学習技術を越える概念の構築

を行い、小規模のデータでも深層学習の能力を発揮できるアルゴリズムを数理的にデザインす

ることを目指す。 

 

⑤ 分野及び階層等を越えた人材育成 

国内外の数学者・理論物理学者・理論生物学者・情報科学者・計算科学者が緊密に連携し

課題に取組むための国際頭脳還流ネットワークを構築し、数理科学を軸として既存分野の枠を
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越えた新たなアイデアの醸成とブレークスルーをもたらす優秀な若手人材の育成を行う。 

  

(3) 生命医科学研究 

① ゲノム機能医科学研究 

ゲノムを解析してがんや遺伝性疾患等を理解する事を対象とした研究を行う。ヒトの多種多

様な細胞において発現する制御性 RNA による細胞制御の体系的な把握のため、サンプル調

整の微量化等の技術開発を行い、制御性 RNA の配列データや転写プロファイル等からなるデ

ータベースを 5 年を目途に構築する。その後 2 年を目途に、これら知見を活用し疾患のモデリン

グを進め、疾患が惹起されるメカニズムを解明する。また、ヒトゲノムを起点とした各種細胞・組

織の恒常性機能を破たんさせる疾患発症メカニズムの解明のため、5 年を目途に遺伝子多型

データベースとヒト遺伝子発現データベース等を統合した大規模統計学的解析を実施する。そ

の後 2 年を目途にこれら知見を活用することにより、いまだ解明されていない新規疾患・薬剤関

連遺伝子を同定する。また、個人差や副作用に配慮したゲノム創薬手法の開発を行う。 

② ヒト免疫医科学研究 

関節リウマチ等の疾患を対象にヒト免疫系における恒常性破綻のプロセスを解明する事を対

象とした研究を行う。実験動物では解析が難しいヒト集団での不均一性に注目したプロテオー

ムをはじめとしたオミックス解析等のヒト免疫機能研究手法を用いることで、ヒト及び実験動物

双方の異同を検証し、疾患の原因となる変異蛋白や発現異常を 4 年を目途に同定する。また、

ヒトと実験動物の間にみられる免疫システムの異同をヒト化マウス等で検証し、ヒトのデータを

連結することで、自然免疫系及び獲得免疫系を中心とした生体恒常性システムを解明するため

の新たな研究手法を 4 年を目途に開発する。これらの知見の活用により、その後 3 年を目途に、

ヒト免疫システムの状態を効率的に把握することで、関節リウマチをはじめとした疾患発症機構

を解明する。 

③ 疾患システムズ医科学研究 

免疫系・神経系・内分泌系各臓器間の相互作用を介した、高次の環境応答メカニズムを細

胞・分子レベルで層別的に理解する事を対象とした研究を行う。皮膚炎や糖尿病をはじめとし

た慢性炎症を多階層に理解するための計測技術や、データ統合による数理モデルの構築、及

びモデルの実験的検証等の技術を 4 年を目途に開発する。その後 3 年を目途に、実験動物と

ヒト材料を用いて細胞・分子レベルでの多階層・時系列のデータを収集し、臓器・個体レベルで

発症過程をモデル化し、ヒト疾患のモデルを構築する。また、実際のヒト由来データを、構築した

ヒト疾患のモデルに当てはめ、新たな治療標的や疾患マーカーを抽出する。 

④ がん免疫基盤研究 

「がん」を免疫機構の恒常性破綻という観点から捉え直し、新たな治療法として注目されてい

るがん免疫療法を対象とした研究を行う。5 年を目途に、ネオ抗原をはじめとした腫瘍の潜在的
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な免疫原性と腫瘍内外の免疫細胞の発生機序等を、一細胞オミックス解析技術等を活用し遺

伝子レベルで明らかにする。その後 2 年を目途に、得られる知見や①、②、③で得られた知見

を集積・活用し、発症メカニズムの包括的な理解や遺伝子レベルでのがんの層別化を進める。

そして、基礎・橋渡し研究を総合的に行いながら、治療に対してより効果的な標的細胞や分子

を抽出する。 

 

(4) 生命機能科学研究 

① 分子・細胞状態の可視化と予測・操作研究 

胚性幹細胞や人工多能性幹細胞、ヒト細胞等の実験材料を用い、幅広いライフステージに

着目した研究を行う。分子・細胞状態の微細構造イメージング計測及び予測技術の確立のた

め、等方的空間分解能 300nm の新規 3 次元高速高分解能顕微鏡や分子構造の推定に活用

できる計算機、動的生体分子構造解析のための高度基盤技術等を開発する。これにより、非

侵襲あるいは侵襲性の低い手段での観察や測定を行うとともに、特定の細胞についてその動

的な情報を推定し、細胞の機能維持や組織の正常状態のモデルを作成する。また、3 年を目途

に細胞分析システムを開発する。これらを活用し、その後 4 年を目途に、細胞老化メカニズムの

要因を特定する。そして、目的とする細胞を適切に分化・誘導するための細胞操作技術を開発

し、それにより得られるデータをデータベース化する。得られた知見は、細胞診断技術の高度化

や再生医療・細胞医療等に応用する。 

② 臓器の形成及び多臓器連携の機構の解明研究 

細胞から臓器へと階層をつなぐことに着目した研究を行う。3 年を目途に、高度な透明化技

術等の可視化技術を開発し、生命機能に係る標的分子の動態解明を行う。並行して、周辺環

境との相互作用による影響を考慮した、肺・腎臓等の臓器の発生・再生原理や臓器の構築メカ

ニズムの解明、ミニ器官の作成を 4 年を目途に進める。これにより、臓器の立体形成技術の確

立及び移植を見据えた次世代の再生医療の基盤を構築するとともに、臓器の機能維持及び低

下・破綻の要因特定を目指す。また、医療応用・診断のための非侵襲イメージング技術を開

発・整備することで、ヒトの健康状態を理解するための基盤を構築し、機能低下の早期発見を

可能とする健康診断技術の開発を行う。 

③ 生物のライフサイクル進行の制御機構の解明研究 

ヒトの発生から成長・発達・老化へと至る過程の解明に着目した研究を行う。①、②において

開発した技術基盤及び解明した原理を利用することにより、ヒトとモデル動物の双方に共通した

胎生期、成長・発達及び成熟期に働く多細胞システムについて、まず、制御プログラムを、その

後に環境適応の仕組みを解明する。また、個体の正常な成長・発達過程を理解するため、霊長

類の各成長段階において生じる生体内部の機能変化を高分解能・高解像度で測定・解析する

技術を、3 年を目途に開発する。それを活用して神経ネットワークの発達や維持・回復の機構及
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び個体の代謝や恒常性を維持する仕組みを解明し、加齢に伴って発生する個体の恒常性の変

調と破綻、老化機構の要因特定を目指す。さらにはこれらの知見を糾合し、個体レベルでの生

命機能の維持と機能低下のメカニズムを解明する。 

 

(5) 脳神経科学研究 

① ヒト脳高次認知機能解明を目指した研究 

ヒトで高度に発達した高次認知機能のメカニズム解明に向けた研究を進める。認知課題遂

行中の高時空間解像度脳イメージングや生理学的計測、経頭蓋磁気脳刺激等を組み合わせ

た解析及びオミックス解析等を用いて、3 年を目途に、ヒト高次認知機能のうち推論、内省や互

恵性等を司る脳領域をマッピングし、その後 4 年を目途に各脳領域の機能が行動に与える因

果的影響を同定する。また、革新的技術による脳機能ネットワークの全容解明プロジェクトとも

連携しながら、神経活動指標やゲノム等分子指標の大規模データを収集・解析することで、上

記のヒト認知特有の行動に至る因果的メカニズムを解明する。これらの成果を、新規脳作動理

論モデル構築（課題③）及び情動・社会性の脳内メカニズム解明（課題④）に活用する。 

② 動物モデルに基づいた階層横断的な研究 

分子から個体や社会性に至る多階層が相互作用する場である脳神経系を理解するため、こ

れまでの単一の階層を対象にした研究を発展させ、全階層を包括する研究を進める。③で開

発する先端技術を用いて、脳の階層のうち、①で解析対象とする脳機能に関わる局所神経回

路階層の動態メカニズム及び各局所回路間の連関ネットワークを含む大域神経回路階層の作

動メカニズムを横断的に研究し、6 年を目途にこれらを解明する。これら階層横断的動物実験

データを用いて、ヒト認知モデル研究だけでは解明が困難な因果関係、特に脳の動作様式が

一方では分子動態によって制御され、他方では個体の複雑な行動に影響を与えるという因果

的メカニズムを明らかにすることで、ヒト脳高次機能を支える作動原理を階層を超えて解明する。 

③ 理論・技術が先導するデータ駆動型脳研究 

高分解能かつ低侵襲な脳イメージング技術及び神経活動計測技術を 4 年を目途に、また脳

の各階層をまたいで神経機能を追跡できる顕微鏡技術等を 6 年を目途に開発し、脳全体の働

きが包括的かつリアルタイムに解析された大規模データの蓄積を実現する。さらに 5 年を目途

に AI・数理科学研究との連携により、大規模データから脳作動理論モデルを構築し、ヒト脳高

次機能の作動原理の解明研究（課題①）や脳の階層横断的研究（課題②）、疾患研究（課題

④））における新規標的を理論から同定可能な、新しいデータ駆動型脳研究を確立する。その

後 2 年を目途に、次世代の高汎用性 AI 等の開発を見据えた技術シーズを創出する。 

④ 精神・神経疾患の診断・治療法開発及び脳機能支援・拡張を目指した研究 

精神と生体恒常性機構の接点をなす脳神経系の理解を介して、4 年を目途にうつ病、認知

症、発達障害等の精神・神経疾患の病態の共通性と多様性の一端を解明し、その後 3 年を目
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途に脳科学に基づいた疾患分類と個別化治療といった新たな診断法・治療法開発を実現に必

要なシーズを提供する。また情動、社会性、学習、感性等の脳内機構の解明や脳・身体機能の

補完技術開発に必要な知見の集積を通じ、日常生活に有用なイノベーションのシーズを提供す

る。 

 

(6) 環境資源科学研究 

① 革新的植物バイオ 

地球規模の気候変動に対応した食料・バイオマスの安定的確保に貢献するため、最先端の

研究・技術基盤を活用して、環境ストレス適応・耐病性・共生・物質生産・資源利用等に重要な

新規遺伝子及び機能性小分子の探索とその機能同定を 3 年を目途に行い、それを基に、その

後 4 年を目途に、作物の形質改良や生産性向上のため、生物と環境の相互作用データを解析

し、遺伝系統選抜や環境条件、栽培方法等の最適化を行うとともに圃場への応用展開等を行

い作物の形質を改良する技術を確立する。 

② 代謝ゲノムエンジニアリング 

植物や微生物が持つ生体触媒能力を最大限に引き出し、化石資源によらず環境負荷の少

ない新たな化学工業や医薬品原料等となる有用物質の生産システムの開発を目指す。そのた

め、4 年を目途に AI 等の情報技術やゲノム科学等を駆使して、遺伝子・代謝関連情報を収集

し、2～5 年目を目途に微生物や植物を宿主として従来の化学合成では効率化が困難な複雑な

化合物や脱化石資源のための工業原料のバイオ生産技術を確立する。さらに、その後の期間

でこれらの情報・技術を整理することにより、環境負荷の少ない革新的なバイオプラットフォー

ムを構築・検証する。 

③ 先進触媒機能エンジニアリング 

環境資源の安定的確保と循環的な利活用に貢献するため、大気資源、水資源や地殻資源

を利用する高機能資源化触媒の開発に取組む。6 年を目途に、二酸化炭素や酸素、窒素の有

効活用に資する触媒、水素生産につながる水分解反応に有効な金属触媒、水中で機能する生

体模倣触媒、さらに機能性分子創出のため、安価で豊富な地殻資源や各種金属の特徴を活

かした触媒を創製し、その後の期間で触媒反応の最適化と反応プロセスの効率化の検証を行

う。 

④ 新機能性ポリマー 

分子性触媒技術を駆使して、オレフィンモノマー群を高選択的かつ高効率で精密重合する未

到の合成技術を開発し、新規高機能ポリマー素材を創出する。また、生物有機化合物群から

の高耐熱性等の高機能を有する新規ポリマー素材の合成技術、生物並びに酵素触媒を利用

して高強度、高タフネス、高弾性等の高機能を有するペプチドポリマー素材の合成技術を創出

する。これら新規高機能ポリマー素材の創出を 3～4 年目を目途に行い、その後の期間で材料
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化技術を開発し、その要素技術を企業へ技術移転して、資源利用効率の向上及び新産業創出

へとつなげる。 

⑤ 先端技術プラットフォーム 

上記の 4 プロジェクト「革新的植物バイオ」「代謝ゲノムエンジニアリング」「先進触媒機能エン

ジニアリング」「新機能性ポリマー」を支援・促進するために、5 年を目途に、データ科学を取り入

れた計測・解析基盤技術の開発及びその解析技術を支える横断的な情報基盤を構築し、その

後 2 年を目途に高度化するとともに構築したデータ・情報等を提供する。 

 

(７) 創発物性科学研究 

① エネルギー機能創発物性 

革新的なエネルギーの創成・輸送機能の実現を目指し、強相関物理研究と超分子機能化学

研究を重畳･発展させ、理論・実験双方からのアプローチを用いて、5 年を目途に、工場や自動

車等の廃熱利用に応用可能な広温度域の熱電効果の高効率化、有機薄膜太陽電池の発電

効率向上等、高効率エネルギー変換機能材料の開発を行う。また並行して、理論的予測や機

械学習を用いた広範囲の物質探索と高温超伝導体の設計を行う。中長期目標期間中にそれ

らの成果に基づいた物質合成やデバイスへの応用研究等を行う。 

② 創発機能性ソフトマテリアル 

革新的なソフトロボティクス等による超スマート社会の実現を目指し、超分子機能化学研究

を発展させ、ロボット等の駆動部に応用が見込める、従来のアクチュエーターとは異なる新しい

力の発生機構によるソフトアクチュエーター材料の開発等を 4 年を目途に行い、それらの結果

も踏まえながら中長期目標期間中に特定の刺激に対して動作する半自律性アクチュエーター

を開発する。また、人との親和性に優れた化学・環境センサーの創出及びセンシングのための

新原理の探求と材料開発を 4 年目までに行い、それらを統合し、中長期目標期間中に有機半

導体材料を用いたフレキシブルデバイスのプロトタイプ作製等を行う。 

③ 量子情報電子技術 

スピン利用の量子回路、量子トポロジー利用の信号処理システムの開発により高感度・高安

定な情報処理技術の実現を目指す。スピン量子回路による量子信号処理の高精度化と回路

集積化の研究を発展させ、4 年を目途に多重量子ドット中の電子スピンを 99%以上の高精度で

制御、検出する技術を開発する。また、トポロジカル絶縁体やスピン軌道相互作用の強い細線

と超伝導体の接合を利用してトポロジカル粒子を生成、検出するための基盤技術を開発する。

それらの成果を基に中長期目標期間中にスピン量子回路集積デバイス及びトポロジカル粒子

回路による高感度・高安定な信号処理の動作原理を実証する。 

④ トポロジカルスピントロニクス 

革新的な省エネルギーエレクトロニクス技術を確立することを目指し、強相関物理研究と量
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子情報エレクトロニクス研究を重畳･発展させ、4 年を目途にマルチフェロイック物質（強磁性と

強誘電性の両方の性質を持つ電気磁気結合物質等）の探索、新しい創発粒子スキルミオンを

用いた応用学理（スキルミオニクス）の開拓、トポロジカル絶縁体（内部は絶縁体だが表面は高

い電子移動度をもつ金属状態が現れる物質）をはじめとするトポロジカル物質の開発等、磁性

におけるトポロジー概念を活用したトポロジカルエレクトロニクスの開発に取組み、中長期目標

期間中にそれらを用いてエネルギーロスを極小にするスピン・電子輸送の実現に向けた概念実

証デバイスを作製する。 

⑤ 人材育成 

日本の科学力向上を目指し、国内外の大学と連携し、若手研究者主宰研究室を立ち上げ、

シニア研究者によるメンターシップのもと、研究リーダー人材の育成を行う。センターの特色を

活かし物理、化学、量子等異分野間でシンポジウムを開催し、若手研究者を中心に発表・討論

する機会を設け、より広い知識と視野を育む環境を整備する。また産業界と理研の両者の研究

力を高めるために、産業界から積極的に若手人材を受け入れ、世界最先端の研究を協力して

行う。 

 

(8) 量子コンピュータ研究 

① 量子コンピュータ研究開発 

量子情報処理技術を確立し、高精度かつスケーラブルな量子演算を実行する量子計算プラ

ットフォームの実現に向けて、超伝導量子コンピュータ開発、スピン・光・原子等様々な物理系

を用いた量子情報処理ハードウェア技術開発、誤り耐性量子計算理論・量子アルゴリズム・コ

ンピュータシステム・アーキテクチャ研究、量子化学等の数理・計算科学研究を推進する。量子

力学の原理に基づく革新的な情報処理技術を実現するとともにその新たな応用の開拓を目指

す。 

② 量子情報科学基盤研究 

量子情報科学のポテンシャルを最大限に引き出し、様々な技術に応用展開するため、量子

情報科学の基盤となる量子制御・計測技術に加え、異なる物理系を融合しそれぞれの利点を

活かすハイブリッド量子系を利用した量子情報処理技術等の探求を推進する。幅広い分野に

おける革新的な量子技術の実現とその新たな応用の開拓を目指す。 

③ 先駆的なイノベーションの創出に向けた取組及び国際連携ハブとしての役割 

量子コンピュータの研究開発領域において国際的に主導的な役割を果たしていくため、量子

技術の発展を担う若手研究者・研究リーダーの育成のための環境整備及び国内外の大学・研

究機関や企業等との連携開発の場を構築し、民間からの投資による研究開発の呼び込みや

研究者の人材交流を行うことによって、研究開発人材の育成及び開発成果の試行的実用化等

の先駆的なイノベーションの創出に向けた取組を行う。また、他の量子技術関連の研究開発を
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推進する国内外の大学・研究機関や企業等に呼びかけ、連携協力の場を構築し、研究者・技

術者の確保に向けた戦略的な人材育成を行う。さらに、知的財産や技術国際標準化等の日本

として取り組むべき科学的・社会的課題に対して、研究開発戦略や成果の共有及び市場確保

を念頭に置いた国際社会における普及等を、連携協力機関と一体となって推進し、課題解決を

図る。これらの取組を実施することにより、量子技術領域における国際連携ハブとしての役割を

果たしていくことを目指す。 

 

(9) 光量子工学研究 

① エクストリームフォトニクス研究 

アト秒パルス発生・計測技術の高度化により、5 年を目途にサブキロ電子ボルトのアト秒パル

ス発生・計測を図り、その後 2 年を目途にスピン計測技術の開発を進めることで磁性体イメージ

ングを実現する。また、光格子時計の高度化、重力差精密計測技術の開発により、4 年を目途

に光格子時計を利用した屋外無人運転での重力差測定を実現するとともに、その後 3 年を目

途にリモート診断技術開発を進めることで測地計測を実現する。 

② サブ波長フォトニクス研究 

超解像実時間イメージング技術の開発により、4 年を目途に高速化・多次元化を実現すると

ともに、その後 3 年を目途に超解像 5 次元顕微イメージングにより生体機能を詳細に解明する。

また、超微細立体加工技術の高度化により、4 年を目途にナノスケール立体加工技術を構築し、

その後 3 年を目途に超解像構造の機能素子開発を行うことによりナノスケール機能素子の製

作と応用を推進する。 

③ テラヘルツ光研究 

新型波長可変光源の開発により、4 年を目途に広帯域バックワードテラヘルツ発振器を製作

するとともに、その後 3 年を目途に超広帯域制御・超高感度検出技術の開発により超広帯域ア

ップコンバージョン検出システムを製作する。また、生細胞高強度テラヘルツ光照射観察装置

の開発により、5 年を目途に生体組織や高分子の構造・機能変化の観察を実現するとともに、

その後 2 年を目途にテラヘルツ光による構造・機能制御技術の高度化により生体分子・高分子

の構造・機能制御を実現する。 

④ 光量子技術基盤開発 

レーザー計測の社会実装を目指し、4 年を目途に最先端レーザー基盤技術の開発により波

長可変型・用途別レーザー装置を製作し、その後 3 年を目途にレーザーを用いたオンデマンド

デバイスを開発する。また、小型中性子源システムの可搬化や計測診断技術の高度化により、

5 年を目途に可搬型小型中性子源システムを完成させ、屋外インフラ構造物計測技術の高度

化により、その後 2 年を目途に屋外インフラ計測システムを実用化する。 
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(10) 加速器科学研究 

① 原子核基礎研究 

究極の原子核像の構築に向け、新たに本格稼働する基幹実験装置群を最大限に活用し、

119 番及び 120 番元素合成研究、元素変換反応研究を行うとともに、それを発展させ、将来の

「安定原子核の島」への到達に向けた核合成技術の確立を目指す。また、3 年を目途に、中性

子数 50 の領域での魔法数研究、中重核領域での状態方程式研究を行い、その後 4 年を目途

に、中性子数 82、126 の領域での魔法数研究、重核領域での状態方程式研究を行い、核領域

の段階的探索を行う。さらに原子核理論研究と天体観測、南極氷床コア解析による研究等を

組み合わせ、宇宙における元素合成過程の解明を目指し、原子核基礎研究を幅広く展開する。 

② BNL 及び RAL との国際協力に基づく素粒子物性研究 

4 年を目途に BNL の重イオン衝突型加速器（RHIC）に整備した検出器を改造し、その後 5 年

を目途にジェット状の粒子生成の完全測定を行う。この実験研究と格子量子色力学数値シミュ

レーションにより、陽子のスピン構造や高温高密度核物質の性質を解明する。 

RAL の陽子加速器（ISIS）に建設したミュオン施設において、新機能性物質における超伝導

性、磁性、絶縁性等の性質の発現機構の解明を行う。同施設の運営は中長期目標期間 5 年で

終了する予定であり、RAL に建物等を無償譲渡する。終了までの実験施設の運営は RAL と研

究所の共同運営とし、終了後同施設のユーザーは他計画に移行する。 

③ 重イオン・RI ビームを用いた学際応用研究 

社会・産業のニーズに応え、重イオンビーム育種技術・RI 製造技術・工業製品の耐性評価技

術等の高度化を行い、食料・環境・エネルギー問題の解決につながる新しい品種を開発する。3

年を目途にがん診断・治療のための新たな核種を開発し、その後、アルファ線核医学治療の可

能性を追求する。また、4 年目以降を目途に人工衛星の進展に伴う宇宙利用半導体の生産に

貢献する半導体の高放射能耐性の評価技術を開発する。 

④ RIBF の加速器施設の高度化・共用の推進 

世界最高性能の RIBF から成果を創出するため、最大限の運転時間の確保に努めるととも

に、施設を維持しビーム強度を向上させる。特に、ウランビームの強度を 100 pnA 程度に向上

させ、未踏領域の実験に広く供する。さらに、イオン源及び高周波系の増強、加速器の抜本的

高度化等によりビーム強度を 10～20 倍に向上させるビーム大強度化計画を 5 年を目途に策

定する。同時に、優れた利用課題の選定を行い、国内外の研究機関とその研究者との連携を

強化する。 

 

3 世界最高水準の研究基盤の開発・整備・共用・利活用研究の推進 

(1) 計算科学研究 

① 「京」・「富岳」の共用と利用者拡大 
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我が国の計算科学及び計算機科学の先導的研究開発機関としてスーパーコンピュータ「京」

を効果的に運用するとともに、スーパーコンピュータ「富岳」の開発を実施する。「京」から「富岳」

への移行を円滑に実施し、研究者等への共用に供する。「京」については、移行期間を除き、毎

年度 8,000 時間以上運転し、663,552,000 ノード時間（82,944 ノード×8,000 時間）以上の計算資

源を研究者等への共用に供する。「富岳」についても同程度の運転時間を維持し、多くの計算

資源を研究者等への共用に供する。また、「京」及び「富岳」による研究活動を支える共通基盤

技術の整備や、利用の高度化研究、世界最高水準の運用技術の開発を行うとともに、登録施

設利用促進機関やその他関係機関との適切な役割分担と連携により、利用者の拡大、利便性

の向上及び人材育成を推進する。なお、「富岳」については、2021 年頃の共用開始を目指し、

政府による中間評価等の政府及び HPCI に係るコミュニティにおける議論等を踏まえ、関係する

活動を実施するものとする。 

② 計算科学コア・コンピタンスによる計算科学分野の中核拠点としての活動 

国際的な計算科学分野の中核拠点として、超並列・超高バンド幅を活用した数値計算アル

ゴリズムやプログラミング手法、及びビッグデータ解析や同化手法、並びにそれらの運用手法

等の科学技術の新たな価値創出のコアとなり研究所が強みを有するテクノロジーと、研究所で

開発した科学技術・産業・社会に貢献するソフトウェアとを「サイエンスを駆動する計算科学コ

ア・コンピタンス」と位置付け、それらの発展、国内外での普及、成果の創出を推進する。 

さらに、研究所内の計算科学研究を推進する体制を構築するとともに、重要性を増しつつあ

るデータサイエンスや将来の高性能計算技術に関する研究開発を実施する。それと合わせ、研

究所内の計算資源を効果的に活用する方策について検討を進める。 

また、創薬プロセスを高度化するためのハイパフォーマンスコンピューティング（HPC）を用い

た創薬プロセス高度化に関する共通基盤の構築に向けて、創薬プロセスの高効率化、新規医

薬品等の創製に資する機械学習とシミュレーションを用いたハイブリッド創薬プロセス提案シス

テムを開発する。 

  

(2) 放射光科学研究 

① 大型放射光施設の研究者等への安定した共用 

産学官の研究開発に不可欠な研究開発基盤である大型放射光施設（SPring-8）及び X

線自由電子レーザー施設（SACLA）を幅広い研究者等への共用に供するため、中長期目標

期間を通じて安定した共用運転及び維持管理を行い、運転時間の 8 割程度の利用時間を

研究者等へ提供する。 

② 計測機器、解析装置等の開発による放射光利用環境の向上 

3 年を目途に次世代の X 線画像検出器の要素技術開発を進めるとともに、その後 4 年

を目途に次世代の XFEL 用画像検出器の要素技術開発を進め、プロトタイプ機を完成させ
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ることで、計測データの高速・高精細・多量化による広範な X 線計測手法の高度化を実

現する。また、X 線及び XFEL 用画像検出器の要素技術開発と並行して高速・大容量デー

タの高速オンタイム処理技術の開発を進め、5年を目途にリアルタイム高速データ補正、

オンタイムデータ解析技術によるデータ品質の向上を可能とすることで 3次元 X線 CTに

よる高分解能時間変化計測を実現する。また、クライオ電子顕微鏡の利用技術の開発及

び高度化に向けた要素技術を進める。 

③ X 線エネルギー分析技術の深化による実用材料ナノ評価の推進 

3 年を目途に二次元非球面反射光学系開発等のビームライン要素技術開発を行い、さ

らにより多くの素励起等に対応した非弾性散乱計測基盤を確立することにより、その後

4 年を目途にビームラインの利用を開始し、高い分解能を維持しながらリチウムイオン

二次電池や超軽量高強度構造材料等の実用材料内部の元素情報の動作時及び非破壊での

計測を実現する。 

④ 放射光施設の高度化に向けた要素技術開発 

4 年を目途にビームラインの高度化に資する要素技術開発とシステム化により次世代

ビームラインのプロトタイプを完成させるとともに、その後 3 年を目途に放射光施設の

高度化に向けた光源等の基盤インフラの要素技術開発により放射光施設の実現に必要な

要素技術を完成させる。 

 

(3) バイオリソース研究  

① バイオリソース整備事業 

研究動向を的確に把握し、社会的ニーズ、研究ニーズに迅速に応える最先端のバイオリソ

ース及び情報を収集、保存、提供する。事業の対象は、実験動物マウス、実験植物、iPS 細胞

等のヒト及び動物由来細胞株、培養微生物株、これら由来の遺伝子材料とし、中長期目標期

間で以下の目標を達成する。 

  保存数 提供総件数 

実験動物 9,700 17,500 

実験植物 838,300 8,400 

細胞材料 14,200 23,100 

うち iPS 細胞 3,600 560 

遺伝子材料 3,809,450 7,000 

微生物材料 30,150 21,000 

国際的な品質マネジメント規格に基づいた厳格な品質検査を施し、研究結果の再現性が確

保された品質、利用のための様々な情報が付加された世界最高水準のバイオリソースを提供
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する。大規模災害による貴重なバイオリソースの滅失を回避するためバックアップ施設を運営

する。また、バイオリソース分野での国際的優位性の確保と国際協力の観点から、バイオリソ

ースの整備に関わる種々の国際的取組に参画する。 

② 基盤技術開発事業 

バイオリソース整備事業を安定的かつ効率的に実施するため、特にマウスリソースの凍結保

存・輸送、生体への復元技術を向上、普及するための開発研究、胚操作技術の改良や開発、

幹細胞の高品質化・均質化等を行う。 

③ バイオリソース関連研究開発プログラム 

高次生命現象、老化、共生等の学術的に重要な課題及び、難病や加齢性疾患の克服、創

薬、食料増産等の社会的に喫緊の課題の解決のために、バイオリソースの利活用を促進する

研究開発を行う。病態研究及び創薬研究を加速するため、iPS 細胞の分化能確認や疾患特異

的 iPS 細胞の比較対照となる細胞作製等によるリソースの付加価値の向上や、創薬研究に資

する分化誘導法の開発や最適化等の基盤的研究を行うとともに、大学、企業への病態解析や

薬効評価技術支援を行う。国際マウス表現型コンソーシアムの主要メンバーとして、全遺伝子

の機能解明及び老化が表現型に及ぼす影響の解明に貢献する。また、患者の遺伝子型及び

病態を再現した疾患マウスモデルを作製し、整備事業へ展開する。加えて、植物と微生物の共

生の実態解明と資源化に資するために、菌根菌の単離・培養・同定、ゲノム解読、植物変異

体・形質転換体の整備等のバイオリソースに関する研究開発を行う。 
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Ⅲ. 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

1 予算（人件費見積を含む）、収支計画、資金計画 

(1) 予算（中長期計画の予算） 

平成 30 年～令和 6 年度           （単位：百万円） 

区  分 

研究所運

営システム 

の構築 

研究戦略 

事業 

研究基盤 

事業 
法人共通 合計 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

設備整備費補助金 

特定先端大型研究施設整備費補助金 

特定先端大型研究施設運営費等補助金 

次世代人工知能技術等研究開発拠点形

成事業費補助金 

雑収入 

特定先端大型研究施設利用収入 

受託事業収入等 

計 

 

92,790 

126 

- 

- 

- 

- 

 

3,384 

- 

9,812 

106,112 

 

207,993 

352 

- 

- 

- 

22,447 

 

593 

- 

71,106 

302,490 

 

46,399 

- 

- 

4,062 

230,520 

- 

 

1,210 

3,736 

7,749 

293,675 

 

27,693 

- 

- 

- 

- 

- 

 

- 

- 

- 

27,693 

 

374,874 

478 

- 

4,062 

230,520 

22,447 

 

5,187 

3,736 

88,666 

729,970 

支出 

一般管理費 

（公租公課を除いた一般管理費） 

うち、人件費（管理系） 

物件費 

公租公課 

業務経費 

うち、人件費（事業系） 

物件費（無期雇用人件費・任期 

制職員給与を含む） 

施設整備費 

設備整備費 

特定先端大型研究施設整備費 

特定先端大型研究施設運営等事業費 

 

- 

- 

- 

- 

- 

96,174 

13,770 

82,404 

 

126 

- 

- 

- 

 

- 

- 

- 

- 

- 

208,585 

16,252 

192,334 

 

352 

- 

- 

- 

 

- 

- 

- 

- 

- 

47,609 

6,194 

41,415 

 

- 

- 

4,062 

234,256 

 

27,693 

14,400 

9,769 

4,631 

13,293 

- 

- 

- 

 

- 

- 

- 

- 

 

27,693 

14,400 

9,769 

4,631 

13,293 

352,368 

36,216 

316,152 

 

478 

- 

4,062 

234,256 
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次世代人工知能技術等研究開発拠点形

成事業費 

受託事業等 

計 

- 

 

9,812 

106,112 

22,447 

 

71,106 

302,490 

- 

 

7,749 

293,675 

- 

 

- 

27,693 

22,447 

 

88,666 

729,970 

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

【注釈】運営費交付金の算定ルール 

毎事業年度に交付する運営費交付金（Ａ）については、以下の数式により決定する。 

Ａ(ｙ)＝Ｃ(ｙ)＋Ｒ(ｙ) ＋ε(ｙ)＋Ｆ(ｙ)－Ｂ(ｙ)  

Ｃ(ｙ)＝Ｐｃ(ｙ)＋Ｃｃ(ｙ)＋Ｔ(ｙ) 

Ｐｃ(ｙ)＝Ｐｃ(ｙ－１)×σ(係数) 

Ｃｃ(ｙ)＝Ｃｃ(ｙ－１)×β（係数）×α1（係数） 

Ｒ(ｙ)＝Ｐｒ(ｙ)＋Ｒｒ(ｙ) ＋Ｒｒｐ(ｙ) 

Ｐｒ(ｙ)＝Ｐｒ(ｙ－１)×σ(係数) 

Ｒｒｐ(ｙ)＝Ｒｒｐ(ｙ－１) ×σ(係数) 

Ｒｒ(ｙ)＝Ｒｒ(ｙ－１)×β（係数）×γ（係数）×α2（係数） 

Ｂ(ｙ)＝Ｂ(ｙ－１)×δ(係数) ×λ(係数) 

 

各経費及び各係数値については、以下の通り。 

Ｂ(y)：当該事業年度における自己収入の見積。Ｂ(y-1)は直前の事業年度におけるＢ(y)。 

Ｃ(y)：当該事業年度における一般管理費。 

Ｃｃ(ｙ)：当該事業年度における一般管理費中の物件費。Ｃｃ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＣｃ(ｙ)であり、直前

の事業年度における新規または拡充分Ｆ(ｙ－１)を含む。 

Ｐｒ(ｙ)：当該事業年度における業務経費中の人件費。Ｐｒ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＰｒ(ｙ)であり、直前の

事業年度における新規または拡充分Ｆ(ｙ－１)を含む。 

Ｐｃ(ｙ)：当該事業年度における一般管理費中の人件費。Ｐｃ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＰｃ(ｙ)であり、直前

の事業年度における新規または拡充分Ｆ(ｙ－１)を含む。 

Ｒ(ｙ)：当該事業年度における業務経費。 

Ｒｒ(ｙ)：当該事業年度における業務経費中の物件費（Rrp(y)を除く）。Ｒｒ(ｙ－１) は直前の事業年度におけるＲｒ(ｙ)

であり、直前の事業年度における新規または拡充分Ｆ(ｙ－１)を含む。 

Ｒｒｐ(ｙ)：当該事業年度における業務経費中の物件費のうち無期雇用に係る人件費。Ｒｒｐ(ｙ－１)は直前の事業年

度おけるＲｒｐ(ｙ)であり、直前の事業年度における新規または拡充分Ｆ(ｙ－１)を含む。 

Ｆ(ｙ)：当該事業年度における新規または拡充分。社会的・政策的要請を受けて行う重点施策の実施のために増

加する経費（一般管理費、業務経費）であり、各事業年度の予算編成過程において、当該経費を具体的に
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決定。Ｆ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＦ(ｙ)として、一般管理費（人件費：Ｐｃ(ｙ－１)、物件費：Ｃｃ(ｙ－

１)）、業務経費(人件費：Ｐｒ(ｙ－１)、物件費：Ｒｒ(ｙ－１)、物件費中の人件費：Ｒｒｐ(ｙ－１))にそれぞれ含める

形で算出される。 

Ｔ(y)：当該事業年度における公租公課。 

ε(y)：当該事業年度における特殊経費。重点施策の実施、事故の発生、退職者の人数の増減等の事由により当

該年度に限り時限的に発生する経費であって、運営費交付金算定ルールに影響を与えうる規模の経費。こ

れらについては、各事業年度の予算編成過程において、人件費の効率化等一般管理費の削減方策も反映

し具体的に決定。 

α1、α2：効率化係数。中長期目標における一般管理費及び業務経費の合計に関する削減目標(毎事業年度に

つき 1.16％以上の効率化)を踏まえ、各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的

な係数値を決定。 

β：消費者物価指数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値を決定。 

γ：業務政策係数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値を決定。 

δ：自己収入政策係数。過去の実績を勘案し、各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具

体的な係数値を決定。 

λ：収入調整係数。過去の実績における自己収入に対する収益の割合を勘案し、各事業年度の予算編成過程に

おいて、当該事業年度における具体的な係数値を決定。 

σ：人件費調整係数。各事業年度予算編成過程において、給与昇給率等を勘案し、当該事業年度における具体

的な係数値を決定。 

【中長期計画予算の見積に際し使用した具体的係数及びその設定根拠等】 

上記算定ルール等に基づき、以下の仮定のもとに試算している。 

・運営費交付金の見積において、中長期目標期間中に一般管理費及び業務経費を合計したものについて、効率

化係数を毎年度平均△1.16％とし、λ(収入調整係数)を一律１として試算。 

・ε(特殊経費) 、新規又は拡充分については勘案していないが、具体的な額については、各事業年度の予算編

成過程において再計算され決定される。 

・業務経費中の物件費については、β(消費者物価指数)は変動がないもの(±0%)とし、γ(業務政策係数)は一律

１として試算。 

・人件費の見積については、σ(人件費調整係数)は変動がないもの(±0%)とし、退職者の人数の増減等がないも

のとして試算。 

・自己収入の見積については、δ(自己収入政策係数)は据置(±0%)として試算。 

・受託事業収入等の見積については、過去の実績を勘案し、一律据置として試算。 
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 (2) 収支計画 

平成 30 年～令和 6 年度           （単位：百万円） 

各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

区  分 

研究所運

営システム 

の構築 

研究戦略 

事業 

研究基盤 

事業 
法人共通 合計 

費用の部 

経常経費 

一般管理費 

うち、人件費（管理系） 

物件費 

公租公課 

業務経費 

うち、人件費（事業系） 

物件費 

受託事業等 

減価償却費 

財務費用 

臨時損失 

 

収益の部 

運営費交付金収益 

研究補助金収益 

受託事業収入等 

自己収入（その他の収入） 

資産見返負債戻入 

引当金見返に係る収益 

臨時収益 

 

純利益又は純損失（△） 

前期中長期目標期間繰越積立金取崩額 

目的積立金取崩額 

総利益又は総損失（△） 

 

107,202

- 

- 

- 

- 

88,970 

13,770 

75,199 

7,970 

10,263 

1 

649 

 

 

84,574 

- 

9,797 

3,358 

6,615 

1,067 

649 

 

△1,791 

1,659 

- 

△132 

 

302,756 

- 

- 

- 

- 

191,945 

16,252 

175,694 

56,824 

53,987 

6 

2,188 

 

 

181,124 

7,845 

70,983 

593 

40,232 

2,843 

2,188 

 

857 

5,947 

- 

6,804 

 

273,932 

- 

- 

- 

- 

187,468 

6,194 

181,274 

6,049 

80,414 

5 

997 

 

 

38,976 

143,380 

7,678 

4,329 

75,840 

1,222 

997 

 

△2,512 

1,868 

- 

△644 

 

27,770 

27,664 

9,769 

4,602 

13,293 

- 

- 

- 

- 

107 

- 

1,395 

 

 

25,831 

- 

- 

- 

107 

1,832 

1,395 

 

- 

1 

- 

1 

 

711,660 

27,664 

9,769 

4,602 

13,293 

468,383 

36,216 

432,167 

70,843 

144,771 

12 

 5,228 

 

 

330,505 

151,224 

88,458 

8,279 

122,794 

 6,964 

5,228 

 

△3,447 

9,475 

 - 

6,028 



 ３８ 

(3) 資金計画 

平成 30 年～令和 6 年度           （単位：百万円） 

区  分 

研究所運

営システム 

の構築 

研究戦略 

事業 

研究基盤 

事業 
法人共通 合計 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次期中長期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

国庫補助金収入 

受託事業収入等 

自己収入(その他の収入) 

投資活動による収入 

施設整備費による収入 

定期預金解約等による収入 

財務活動による収入 

前期中長期目標の期間よりの繰越金 

191,519 

104,653

86,809 

57 

- 

 

191,519 

105,966 

92,790 

- 

9,812 

3,364 

85,553 

126 

85,426 

- 

- 

318,683 

295,124 

12,549 

474 

10,536 

 

318,683 

302,220 

207,993 

22,447 

71,187 

593 

352 

352 

- 

- 

16,112 

302,604 

240,304 

53,367 

418 

8,516 

 

302,604 

289,590

46,399 

230,520

7,749 

4,923 

4,062 

4,062 

- 

- 

8,952 

29,630 

29,010 

3 

- 

616 

 

29,630 

28,419 

27,693 

- 

- 

726 

- 

- 

- 

- 

1,211 

842,436 

669,091 

152,728 

948 

19,669 

 

842,436 

726,195 

374,874 

252,967 

88,747 

9,606 

89,966 

4,540 

85,426 

- 

26,275 

各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 


